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普通， R&Dとか industrialresearchという場合， とくに断わらないかぎ
り，それは自然科学的なる研究を指している九 ζの自然科学的なる研究にも
ニュー・プロダクトの研究とニ品ー・プロセ見の研究とがある。いわゆる「製
品向けの研究J(produktorient町民 Forschung) と 「生産方法向けの研究J(pro 




とζ ろ.CR& D という用語はRとDの合成E吾であって， R<Dなかは基礎研
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的に貢献する活動が第一次的活動である。アレ γのいう primaryactivity， A. 
プラウ Yのいう primaryresponsibilityがこれであるが，かかる意味において
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オベレイ y ~ -jノレ・ワークは直接業務とも目的業務とも呼ばれているものであ
る。











本職能 (Kernfunktionen) にほかならない。彼において基本職能は調達 (~schaf守
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きる。したがって，この場合には研究開発は生産や販売とともにヲィ γ職能と
なる。デョオミγ社では生産，販売および研究が各工業部門 (thein.dustrial depart-
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同種の製品ラインのものを製造し，工場が経営活動の中心であった時代には，
一社の成長における主要原因は， 製造方法と工程技術〈皿anufacturingmethods 
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4 羽T. ブラウ γの見解















そ適切だとするものであるJ(降旗武彦 l蛙宮管理過程論の新展開』昭相45年. 149へ ジ)とし
てとりあげられている.
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(a specific， limited product)を意味する。この「特殊，限定的製品J(以下，特定
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うになる非連続的現象であるo 一 中略 質的変化は足飛ひに起こるので
ある」岨と述べているが，特定製品生産型企業から便益生産型企業への質的変
化とは，まきにとのような質的変化なのである。
46) Ibid.， p.132，訳書， 146へジ。
47) lbid.， p. 69， p.74，訳書， 82ベージ。
48) P. F. Oruc.ker， The Landmarks for Tonwn官。， 1957， pp. 4-5 












































































ばLば「今日の企業では 」という言葉がつい ζまわる。たとえば“ inindu-
stry tQday the true line fUllctions are ei:li:lentially process functiuns "50)とあ
るのがこれであるが， とりうもの todayは不要である。 ライ Y ファ Y クシ
~Yは常にプロセス・ファ Y グ、ンョンである o それは何も今日の産業界にかぎ
49) W. Schramm， a. a. 0.， S. i8 
50) G. G. Fisch， 0.ρ口九 p.74
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/'.ファンク γ 宮 Yはプロセス・ファンクシ .Yになるのだという ζ とにはな








in some com panies とあったが， アレ Yの場合も同様である。情況の法則
を使うかぎりは「会社が違うから違う」という見方にとどまらず「社会が違う
から違う」という見方にまで視野を拡げるべきであろう o
シュラムの見解は，いいかえれば，藻利教授のいう「経営の職能的構造の考
察は経営の一般的構造を問題とする。したがってそれはすべての経営に一般的
に妥当 Lなければならない」ということになる。こり見解は職能論における基
礎的認識とし亡正しい。ただアレンやフィッシュの見解とシュヲムや藻利教授
の見解はそのままでは調和しがたい。
しかしながらアレ Yやフイヅジュの見解を前述のごとくより広い見地から検
討し，なおかつジュラムや藻利教授の見解を「資本主義の場合は ー」のー句
を挿入して解するならば両見解は統合し弓ることとなるのである。
筆者が本稿で展開してきたところも，特定製品生産型企業であっても便益生
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産型企業であっても「調達JI生産JI販売」に変りはなくシ晶ラムや藻利教授
の見解に背馳するものではない。研究開発を生産過程のなかで把握すべきであ
るかが否かは，それこそ，企業により同じ企業でも時期により情況によりて違
うのであるo
結
一般に学術研究の進展情況を問題にする場合 I乙こまでは，はっきりして
いるが，こよから先きは，まだ乙れからだ」としづ一線を明示すべきだといわ
れるが，その点では本研究は以下りごと〈いうことができる。
まず職能論に関しては I研究開発がなければ，よりよき生産活動ができな
いというのではなし生産活動それ自体が不可能だ」という結論に達している
のであるから研究開発がオベレイ V 言ナル・ワークだということ，つまり職能
論の問題としては，未成熟ながら，事態をはっきりさせたといえよう。
つぎに「生産論」についてはつぎのごと〈いえよう。よ記の結論は生産につ
いての考え方を変えねばならねことを意味する。しかしながら，生産とは何で
あるかについては，なお一層の多面的・多角的検討を要することはいうまでも
ない。これについては今後の課題であるが，生産ないし生産過程についての考
え方を考えなおさねばならぬとすれば生産管理論もまた新しい展開を必要とす
るであろう。
